
義務教育指導課

教育指導担当

6748

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B59
情報活用能力育成推進事業 教育費 指導内容研究推進費

宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 888 888 △134

前年額 1,022 1,022

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

教育総
務費

教育連絡調整
費

事 業
期 間

平成30年度～ 根 拠
法 令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第48条

　小学校段階で育成したプログラミング的思考をはじめ
とする「情報活用能力」を新学習指導要領では、学習の
基盤となる資質・能力と位置付けている。
　小中学校段階で、校種を貫く系統的・教科横断的に教
育課程を編成することにより、世の中の様々な事象を情
報とその結び付きとして捉え、情報及び情報技術を適切
かつ効果的に活用して、問題を発見・解決したり自分の
考えを形成したりできる「情報活用能力」を備えた人材
を育成する。
（１）情報活用能力育成実践事業　　　888千円

（１）事業内容
　　　市町村に情報活用能力の育成に係る実践研究を委嘱し、全県への普及を図る。　　　　　　888千円
　
（２）事業計画
　　　４市町村に情報活用能力の育成に係る実践研究を委嘱する。
　　　研究委嘱校同士の情報共有・連携を実施する。
　　　研究成果を全県に普及する。

（３）事業効果
　　　情報活用能力を備えた人材の輩出
　

　（県10/10）

　9,500千円×1.0人＝9,500千円

前年との
対比

― 教育局 B59 ―
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